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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第42期
第２四半期
累計期間

第43期
第２四半期
累計期間

第42期

会計期間

自平成25年
 ４月１日
至平成25年
 ９月30日

自平成26年
 ４月１日
至平成26年
 ９月30日

自平成25年
 ４月１日
至平成26年
 ３月31日

売上高(千円) 2,862,225 3,109,091 5,830,789

経常利益(千円) 200,643 122,537 434,393

四半期(当期)純利益(千円) 116,925 73,684 238,555

持分法を適用した場合の投資利
益(千円)

― ― ―

資本金(千円) 767,955 767,955 767,955

発行済株式総数(株) 8,500,000 8,500,000 8,500,000

純資産額(千円) 3,548,986 3,689,037 3,670,910

総資産額(千円) 8,468,684 10,036,918 9,017,081

１株当たり四半期(当期)純利益
金額(円)

13.89 8.75 28.34

潜在株式調整後１株当たり四半
期(当期)純利益金額(円)

― ― ―

１株当たり配当額(円) ― ― 7

自己資本比率(％) 41.9 36.8 40.7

営業活動による
キャッシュ・フロー(千円)

1,023,075 1,041,471 2,224,499

投資活動による
キャッシュ・フロー(千円)

△645,128 △1,871,079 △1,941,573

財務活動による
キャッシュ・フロー(千円)

△482,652 875,190 △385,923

現金及び現金同等物の四半期末
(期末)残高(千円)

380,997 428,287 382,705
 

 

回次
第42期
第２四半期
会計期間

第43期
第２四半期
会計期間

会計期間

自平成25年
 ７月１日
至平成25年
 ９月30日

自平成26年
 ７月１日
至平成26年
 ９月30日

１株当たり四半期純利益金額
(円)

7.43 5.11
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(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２  売上高には消費税等は含まれておりません。

３  当社は、関連会社を有していないため、「持分法を適用した場合の投資利益」については記載しておりませ

ん。

４  「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額」については潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間について、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第２四半期累計期間における日本経済は、消費税率引き上げ後の反動減から持ち直しつつありますが、円安や

夏場の天候不順が消費の回復に水を差したため、企業収益や賃金・雇用環境が堅調であるにもかかわらず、内需の

改善は鈍い動きに止まっております。また、外需についても、国内需要が弱含みで推移していることから輸入が伸

び悩んでおり、輸出も円安の進行にもかかわらず、生産拠点の海外移転等の影響を受けて横ばいとなっておりま

す。

このような経営環境のもとで、当社の「一貫パレチゼーション」の主要顧客である石油化学樹脂関連企業向けレ

ンタルは、消費増税の駆け込み需要後も好調を持続し、前年同四半期の取引額を上回りました。その他一般顧客向

けのレンタル需要も堅調に推移したため、レンタル売上高は全体で増加しました。販売売上高はわずかに減少した

ものの、当第２四半期累計期間の売上高総額は31億９百万円（前年同四半期比8.6％増）となりました。

費用面につきましては、レンタル需要増に対応したパレット・機器の購入数量の増加や購入単価の上昇による減

価償却費の負担増、並びにパレット運用コストの増加等により、営業費用は29億86百万円（前年同四半期比11.4％

増）となりました。　

この結果、営業利益１億23百万円（前年同四半期比31.9％減）、経常利益１億22百万円（前年同四半期比38.9％

減）、四半期純利益73百万円（前年同四半期比37.0％減）となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は投資活動によるキャッシュ・フ

ローは減少しましたが、営業活動によるキャッシュ・フロー及び財務活動によるキャッシュ・フローが増加し、当

四半期末残高は４億28百万円（前年同四半期比12.4％増）となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は10億41百万円（前年同四半期累計期間比1.8％増）となりました。これは主に、税

引前四半期純利益、売上債権の増減額及び固定資産除却損については減少したものの、減価償却費及びその他の増

減額が増加したためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は18億71百万円（前年同四半期累計期間比190.0％増）となりました。これは主に、

木製パレットをはじめとする貸与資産の増備及び取替え等に要した支出が増加したためであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果獲得した資金は、８億75百万円（前年同四半期は４億82百万円の支出）となりました。これは主

に、借入による収入が増加したためであります。
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(3）財政状態の分析

（流動資産）

当第２四半期会計期間末における流動資産の残高は、前事業年度末に比べ１億74百万円増加し、15億27百万円と

なりました。

これは現金及び預金及びレンタル未収金の増加が主な要因であります。

 

（固定資産）

当第２四半期会計期間末における固定資産の残高は、前事業年度末に比べ８億44百万円増加し、85億９百万円と

なりました。

これは貸与資産の増加が主な要因であります。

 

（流動負債）

当第２四半期会計期間末における流動負債の残高は、前事業年度末に比べ、３億43百万円増加し、36億40百万円

となりました。

これはその他の未払金は減少したものの、買掛金及び１年返済予定の長期借入金の増加が主な要因でありま

す。　

 

（固定負債）

当第２四半期会計期間末における固定負債の残高は、前事業年度末に比べ６億58百万円増加し、27億７百万円と

なりました。

これはリース債務は減少したものの、長期借入金の増加が主な要因であります。

 

（純資産）

当第２四半期会計期間末における純資産の残高は、前事業年度末に比べ18百万円増加し、36億89百万円となりま

した。

これは配当による支出はあったものの、四半期純利益が計上されたことによります。　

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,500,000 8,500,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数
1,000株

計 8,500,000 8,500,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年７月１日～
平成26年９月30日

― 8,500,000 ― 767,955 ― 486,455
 

 

EDINET提出書類

日本パレットプール株式会社(E05001)

四半期報告書

 6/18



 

(6) 【大株主の状況】

平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本通運株式会社 東京都港区東新橋１－９－３ 900 10.59

日本貨物鉄道株式会社 東京都渋谷区千駄ヶ谷５－33－８ 641 7.54

ユーピーアール株式会社 山口県宇部市善和川東541－12 526 6.19

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 420 4.94

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 400 4.71

株式会社みずほ銀行
(常任代理人  資産管理
サービス信託銀行㈱)

東京都千代田区大手町１－５－５
(東京都中央区晴海１－８－12
晴海アイランド トリトンスクエア
オフィスタワーＺ棟)

400 4.71

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２－２－１ 400 4.71

株式会社南都銀行
(常任代理人  日本マスター
トラスト信託銀行株式会社)

奈良県奈良市橋本町16
(東京都港区浜松町２－11－３)

300 3.53

朝日火災海上保険株式会社 東京都千代田区神田美土代町７ 250 2.94

泉北高速鉄道株式会社 和泉市いぶき野５-１-１ 200 2.35

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(三井住友信託銀
行再信託分・近畿日本鉄道株式
会社退職給付信託口)

東京都中央区晴海１-８-11 200 2.35

株式会社池田泉州銀行 大阪市北区茶屋町18-14 200 2.35

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口４)

東京都中央区晴海１-８-11 200 2.35

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１-４-１ 200 2.35

計 － 5,237 61.61
 

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

83,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

8,413,000
8,413 ―

単元未満株式
普通株式

4,000
― ―

発行済株式総数 8,500,000 ― ―

総株主の議決権 ― 8,413 ―
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② 【自己株式等】

  平成26年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本パレットプール株式会
社

大阪市北区芝田２丁目８番
11号

83,000 ― 83,000 0.98

計 ― 83,000 ― 83,000 0.98
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成26年７月１日から平成26年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 521,377 566,957

  受取手形 20,420 14,382

  レンタル未収金 628,358 711,890

  売掛金 85,886 103,287

  有価証券 10,226 10,228

  その他 86,065 120,546

  貸倒引当金 △224 △251

  流動資産合計 1,352,110 1,527,041

 固定資産   

  有形固定資産   

   貸与資産   

    賃貸用器具（純額） 6,564,242 7,388,155

    貸与資産合計 6,564,242 7,388,155

   社用資産   

    建物（純額） 147,619 145,477

    土地 483,126 483,126

    その他（純額） 115,016 128,921

    社用資産合計 745,762 757,525

   有形固定資産合計 7,310,004 8,145,681

  無形固定資産 91,351 87,724

  投資その他の資産   

   投資有価証券 200,086 207,606

   その他 63,942 69,213

   貸倒引当金 △414 △348

   投資その他の資産合計 263,615 276,471

  固定資産合計 7,664,970 8,509,877

 資産合計 9,017,081 10,036,918

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,031,579 1,217,035

  短期借入金 1,030,000 1,030,000

  1年内返済予定の長期借入金 788,602 1,040,264

  リース債務 195,525 203,364

  未払法人税等 93,628 62,304

  引当金 38,334 42,889

  その他 119,453 44,281

  流動負債合計 3,297,122 3,640,139

 固定負債   

  長期借入金 1,393,662 2,172,406

  リース債務 591,096 486,983

  引当金 17,166 14,489

  長期未払金 15,600 1,650

  資産除去債務 31,523 32,212

  固定負債合計 2,049,047 2,707,741

 負債合計 5,346,170 6,347,881
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成26年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 767,955 767,955

  資本剰余金 486,455 486,455

  利益剰余金 2,414,698 2,429,465

  自己株式 △17,332 △17,357

  株主資本合計 3,651,775 3,666,517

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 19,135 22,519

  評価・換算差額等合計 19,135 22,519

 純資産合計 3,670,910 3,689,037

負債純資産合計 9,017,081 10,036,918
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 2,862,225 3,109,091

売上原価 2,229,188 2,536,777

売上総利益 633,036 572,314

割賦販売未実現利益繰入額 5,760 1,901

割賦販売未実現利益戻入額 2,533 1,644

差引売上総利益 629,809 572,058

販売費及び一般管理費 ※1  449,156 ※1  448,976

営業利益 180,652 123,081

営業外収益   

 受取利息 20 19

 受取配当金 1,820 2,920

 紛失補償金 41,366 16,629

 その他 8,032 9,975

 営業外収益合計 51,239 29,545

営業外費用   

 支払利息 31,248 30,088

 営業外費用合計 31,248 30,088

経常利益 200,643 122,537

税引前四半期純利益 200,643 122,537

法人税、住民税及び事業税 66,555 58,102

法人税等調整額 17,161 △9,249

法人税等合計 83,717 48,853

四半期純利益 116,925 73,684
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 200,643 122,537

 減価償却費 922,397 1,132,230

 賞与引当金の増減額（△は減少） △3,112 4,554

 
退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少）

962 △2,677

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △639 △38

 受取利息及び受取配当金 △1,840 △2,940

 支払利息 31,248 30,088

 固定資産除却損 44,298 8,802

 売上債権の増減額（△は増加） 6,975 △97,431

 たな卸資産の増減額（△は増加） △1,814 △8,639

 仕入債務の増減額（△は減少） 414 6,425

 未収又は未払消費税等の増減額（△は減少） △43,156 △37,530

 その他 △45,245 △557

 小計 1,111,132 1,154,822

 利息及び配当金の受取額 1,833 2,932

 利息の支払額 △30,906 △31,370

 法人税等の支払額 △58,985 △84,913

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,023,075 1,041,471

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △45,000 △45,000

 定期預金の払戻による収入 45,000 45,000

 投資有価証券の取得による支出 △500 △500

 有形固定資産の取得による支出 △635,583 △1,829,274

 無形固定資産の取得による支出 △5,380 △38,231

 その他 △3,664 △3,073

 投資活動によるキャッシュ・フロー △645,128 △1,871,079

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 3,780,000 4,030,000

 短期借入金の返済による支出 △3,780,000 △4,030,000

 長期借入れによる収入 200,000 1,500,000

 長期借入金の返済による支出 △425,290 △469,594

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △198,441 △96,273

 配当金の支払額 △58,921 △58,916

 自己株式の増減額（△は増加） ― △25

 財務活動によるキャッシュ・フロー △482,652 875,190

現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △104,706 45,582

現金及び現金同等物の期首残高 485,704 382,705

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  380,997 ※1  428,287
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

（四半期損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

 
前第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

従業員給与及び賞与 174,948千円 186,182千円

賞与引当金繰入額 34,306千円 42,889千円

退職給付引当金繰入額 3,493千円 2,251千円
 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期累計期間
(自　平成25年４月１日
　 至　平成25年９月30日）

当第２四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　 至　平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 519,670千円 566,957千円

預金期間が３ケ月を超える定期預金 △148,896千円 △148,898千円

マネー・マネージメント・ファンド 10,223千円 10,228千円

現金及び現金同等物 380,997千円 428,287千円
 

（注）マネー・マネージメント・ファンドは流動資産の「有価証券」に含めて表示しております。

 

（株主資本等関係）

前第２四半期累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月25日
定時株主総会

普通株式 58,921 7 平成25年３月31日 平成25年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

　　　該当事項はありません。

 

当第２四半期累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 58,916 7 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

　　　該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

四半期財務諸表等規則第８条の２ただし書きの規定に基づき、注記を省略しております。

 

（有価証券関係）

該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

当社は、パレットレンタル事業を主たる業務としております。販売及びその他収入(利用運送事業に伴う収

入)については、レンタル事業に付随して行われているのみであり、不可分の販売形態の単一セグメントであ

り、記載を省略しております。

 

当第２四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

当社は、パレットレンタル事業を主たる業務としております。販売及びその他収入(利用運送事業に伴う収

入)については、レンタル事業に付随して行われているのみであり、不可分の販売形態の単一セグメントであ

り、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 13円89銭 8円75銭

（算定上の基礎）   

　四半期純利益金額(千円) 116,925 73,684

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 116,925 73,684

　普通株式の期中平均株式数(千株) 8,417 8,416
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年11月４日

日本パレットプール株式会社

取締役会  御中

有限責任監査法人  トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   辻   内    　 章　   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   生   越   栄 美 子   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本パレット

プール株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第43期事業年度の第２四半期会計期間(平成26年７月１

日から平成26年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本パレットプール株式会社の平成26年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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